
      

 

平成 22 年７月 29 日 

各 位 

 

会 社 名 株 式 会 社 ク ラ ウ デ ィ ア

代 表 者 代表取締役社長  倉  正治

（コード番号：3607 東証・大証第 1 部） 

問合わせ先 取締役経営企画室長 鳴尾好司

 TEL 075-315-2345（代表）

 

子会社設立および子会社への事業譲渡に関するお知らせ 

 

  当社は、平成 22 年７月 29 日開催の臨時取締役会において、新たに子会社として株式会社クラウデ

ィアブライダルサービスを設立することを決議するとともに、当社の式場運営事業を平成 22 年９月

１日をもって、下記のとおり同社に事業譲渡することを決議いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 子会社の設立および事業譲渡の理由 

当社は、当企業グループの事業セグメントの一つである式場運営事業を当社から分離し、単独事業

会社化することで、意思決定の迅速化、事業の効率化及びセグメント別の損益状況の明確化を図るた

めに、新たに当社子会社として株式会社クラウディアブライダルサービスを設立し、平成 22 年９月１

日をもって同社に式場運営事業の譲渡を行います。 

また、本事業譲渡の時期を平成 22 年９月１日に設立を予定しているアイネスヴィラノッツェ沖縄

（平成 23 年３月開業予定）の運営会社である株式会社クラウディア沖縄の設立と時期を合わせること

で、株式会社クラウディア沖縄も含めた事業再編を行います。 

なお、株式会社クラウディア沖縄は、株式会社クラウディアブライダルサービスの子会社として設

立する予定であります。 

 

２． 設立する子会社の概要 

(1) 株式会社クラウディアブライダルサービス 

① 商 号：株式会社クラウディアブライダルサービス 

② 代 表 者：代表取締役会長 倉  正治 

代表取締役社長 小倉 史裕 

③ 所 在 地：京都市右京区西院高田町 34 番地 

④ 設立年月日：平成 22 年８月 10 日(予定)  

⑤ 資 本 金：490 百万円 

⑥ 決 算 期：８月 31 日 

⑦ 事 業 内 容：結婚式場の運営 

⑧ 出 資 比 率：当社 100％ 

   

(2) 株式会社クラウディア沖縄 

① 商 号：株式会社クラウディア沖縄 

② 代 表 者：代表取締役会長 倉  正治 

代表取締役社長 小倉 史裕 
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③ 所 在 地：沖縄県名護市山入端平川原 361 番地 

④ 設立年月日：平成 22 年９月１日(予定)  

⑤ 資 本 金：50 百万円（予定） 

⑥ 決 算 期：８月 31 日 

⑦ 事 業 内 容：結婚式場の運営 

⑧ 出 資 比 率：株式会社クラウディアブライダルサービス 100％ 

 

３． 事業譲渡の内容 

(1) 式場運営事業の内容 

当社が現在運営を行っております式場施設３カ店（アイネスヴィラノッツェ宝ヶ池、アイネスヴ

ィラノッツェ大阪、アイネスヴィラノッツェ オーシャンポートサイド）及び当社式場運営事業に関

連する一切の事業(新規出店予定を含み、アイネスヴィラノッツェ沖縄を除く。) 

 

(2) 譲渡する事業の平成 21 年８月期における経営成績 

 式場運営事業     

(a) 

当社連結実績 

(b) 

比率      

(a/b) 

売 上 高 1,979 百万円 12,811 百万円 15.4％ 

売 上 総 利 益 1,269 百万円 8,725 百万円 14.6％ 

営 業 利 益 299 百万円 1,608 百万円 18.6％ 

 

(3) 譲渡する資産・負債の項目および金額（平成 21 年８月 31 日現在） 

資 産 負 債 

項 目 帳簿価額 項 目 帳簿価額 

流動資産 1 百万円 流動負債 138 百万円 

固定資産 2,402 百万円 固定負債 35 百万円 

合 計 2,404 百万円 合 計 174 百万円 

 

(4) 譲渡価額および決済方法 

譲渡価額は、第三者機関等により算定された事業価額の評価結果を参考とし、別途、当事者間の

協議の上、決定いたします。決済方法につきましては、現金による決済を予定しております。 

 

４． 子会社設立および事業譲渡の日程（簡易手続による事業譲渡） 

平成22年７月29日 取締役会決議 

平成22年８月10日 新会社設立（予定） 

平成22年８月23日 事業譲渡契約締結（予定） 

平成22年９月１日 事業譲渡効力発生日（予定） 

 

５． 会計処理 

特記すべき事項はありません。 

 

６． 今後の見通し 

当社業績に与える影響につきましては、譲渡する事業が当社の事業であり、また新設する会社も連

結子会社となることから、本子会社設立および事業譲渡に伴う当社連結業績への影響はございません。 

 

 

以 上 
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